２　災害発生時の組織体制
（１）指揮命令者
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　　　　　　  １ 校長　　 〈　　　　　　　〉

２ 副校長　 〈　　　　　　　〉または教頭〈　　　　　　　〉　

３ 事務長　 〈　　　　　　　〉

４ 主幹教諭 〈　　　　　　　〉

５ 教務主任 〈　　　　　　　〉
※管理職が不在の時でも対応できるように、指揮命令者を少なくとも５番目まで決めておき、氏名を記載しておく

※指揮命令者となる校長を学校災害対策本部の本部長とし、不在の場合も順次決めておく

（２）組織体制（例）　
班長…◎（担当者が不在もしくは負傷等で役割を果たせない場合も考慮しておく）

	名　称
	担　当
	主　な　対　応

	総括本部
	本部長

○○○○校長

副部長

○○○○教頭
	・校内放送等による連絡や指示

・応急対応の決定（被害状況等を把握し、避難の実施方法を決定）

・各班との連絡調整

・避難経路の安全性を確認後、避難の指示

・二次災害の情報収集、非常持ち出し品の搬出

・教育委員会等の関係機関への連絡

	児童生徒等

対応班
	○○○○教諭　◎

○○○○教諭
	・児童生徒等の安全を確保し、児童生徒等への的確な指示

（押さない・走らない・しゃべらない・戻らない）等

・児童生徒等の負傷の有無、負傷の程度、避難時の安全性の確認

・二次災害の防止活動

	避難誘導班
	○○○○教諭　◎

○○○○教諭
	・分担して各教室に急行し、授業担当教員から児童生徒等及び教職員の被害状況を聞き取り、本部に報告

・避難経路の安全性を確認､本部に報告後､児童生徒等の避難誘導及び救助を必要とする者の確認及び応急手当の実施　等

・分散して各教室､トイレ体育館等の残留児童生徒等を確認

	安否確認班
	○○○○教諭　◎

○○○○教諭
	・学級担任・副担任は、担当クラスの人員点呼をとり、負傷者及び行方不明者を学年主任に報告

・学年主任は負傷者及び行方不明者を本部に報告

・被害児童生徒等の保護者への連絡

	救 出 班
	○○○○教諭　◎

○○○○教諭
	・負傷者の状況を確認

・負傷者を救出

・行方不明者の捜索

・校内の警備　等

	救護対策班
	○○○養護教諭　◎

○○○○教諭
	・負傷者への応急手当

・負傷の状況を本部へ連絡

・医療機関への連絡　等


※組織体制図には、担当者の氏名を記載し、教職員が自分の役割を認識し、訓練を通して動けるようにしておく

※避難所に指定されている学校で、人的に余力があれば、「避難所支援班」も組織体制に加えておくとよい
	配備体制
	配備基準（例）
	参集体制

	第１配備

警戒体制
	震度４の地震が発生
	管理職を含め、校長が指定する教職員（３～４名）を配備

〈○○　○○〉〈○○　○○〉〈○○　○○〉※１

	
	津波注意報が発表
	津波浸水が想定される学校等においては、管理職を含め、校長が指定する教職員（１～２名）を配備

〈○○　○○副校長〉〈○○　○○教頭〉※１

	第２配備

厳重警戒体制
必要に応じ

災害対策本部設置
	震度５弱の地震が発生
	管理職を含め、校長が指定する教職員（５割以上）を配備

〈○○　○○〉･･･参集する職員を列挙　※１

	
	津波警報が発表
	津波浸水が想定される学校等においては、管理職を含め、校長が指定する教職員（３～４名）を配備

〈○○　○○〉〈○○　○○〉〈○○　○○〉※１

	
	南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表
	管理職を含め、校長が指定する教職員（５割以上）を配備

〈○○　○○〉･･･参集する職員を列挙　※１

	第３配備
学校等災害対策本部設置
	震度５強の地震が発生
	原則として全ての教職員を配備　※２
＊勤務校（先）への参集が不可能な場合は、最寄りの学校等へ

	
	大津波警報が発表
	同上

	
	南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意又は巨大地震警戒）が発表
	同上


（３）休日・夜間（勤務時間外）の震災時における参集体制
【参集体制（例）】
　※１：参集する人の氏名を記入しておく　　※２：原則として全員が勤務校へ参集する
【教職員の参集方法（様式例）】
	職名
	氏名
	1 居住地
	2 所要時間
	3 学校以外の参集場所

	校長
	○○  ○○
	南国市後免町
	自転車１時間
	高知農業高等学校

	教頭
	○○  ○○
	高知市本町
	自転車３時間
	高知北高等学校

	事務長
	○○  ○○
	高知市春野町
	自転車６時間
	春野高等学校

	教諭
	○○  ○○
	香美市土佐山田町
	自転車１時間３０分
	山田高等学校

	教諭
	○○  ○○
	香南市野市町
	徒歩３０分
	

	養護教諭
	○○  ○○
	安芸市矢ノ丸
	自転車２時間
	安芸桜ケ丘高等学校


○年度初めに、全ての教職員の自宅（居住地）から勤務校まで徒歩または自転車で移動する場合　
の所要時間と、勤務校への参集ができない場合に参集する学校等を一覧化しておく（上記）
※災害発生後、１時間以内に参集可能な教職員を把握しておく
※災害発生時、道路の寸断や津波の影響等で学校に参集できない場合に参集する場所（最寄りの学校等）を決めておく（地震発生直後の参集、教職員の安否確認にも有効）
※津波により学校が被災する危険性がある地域では、別途参集場所を決めておく（教職員の安全確保を優先）
３　連絡体制
（１）連絡体制フロー図（例）[image: image2.jpg]


















（２）【防災関係機関連絡先一覧】（例）
高知県教育委員会
	連絡先
	電話番号
	ＦＡＸ番号
	備考

	教育政策課
	088-821-4902
	088-821-4558
	

	教職員・福利課
	088-821-4905
	088-821-4725
	

	学校安全対策課
	088-821-4534
	088-821-4546
	

	幼保支援課
	088-821-4882
	088-821-4774
	

	小中学校課
	088-821-4735
	088-821-4926
	

	高等学校課
	088-821-4851
	088-821-4547
	

	特別支援教育課
	088-821-4741
	088-821-4547
	

	生涯学習課
	088-821-4745
	088-821-4505
	

	保健体育課
	088-821-4751
	088-821-4849
	

	人権教育・児童生徒課
	088-821-4765
	088-821-4559
	

	
	
	
	


関係機関
	連絡先
	電話番号
	ＦＡＸ番号
	備考

	消防署
	
	
	

	警察署
	
	
	

	保健所
	
	
	

	病院
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


市町村
	連絡先
	電話番号
	ＦＡＸ番号
	備考

	首長部局
	
	
	

	　防災担当課
	
	
	

	　支所
	
	
	

	　市民館
	
	
	

	　公民館
	
	
	

	　保健センター
	
	
	

	教育委員会
	
	
	

	　総務施設担当課
	
	
	

	　学校教育担当課
	
	
	

	　保育主管課
	
	
	

	
	
	
	


＊電話がつながりにくい状況を想定し、防災無線等複数の連絡方法を考えておく
（例）





緊急地震速報受信


地震発生！





消防・警察・


保健所・医療機関





・関係機関への要請等





保　護　者


・残留児童生徒等の保護方法


・児童生徒等の引き渡し方法


・帰宅方法等連絡事項


・休校等の連絡





学　校　等








・通学路の安全確保


・消火


・救急活動


・衛生管理


・負傷者の受け入れ　等　








避　難　所


・通学している学校以外の避難所にいる児童生徒等の安否情報





高知県教育委員会


・高等学校課


・特別支援教育課


・学校安全対策課





【 連絡の内容 】


・児童生徒等の避難状況


・児童生徒等及び教職員の


被災状況


・学校等の被災状況 等  


・休校等の措置　等





市町村・高知県　災害対策本部





児童生徒等の安否確認・負傷者の有無・施設や設備の被災状況等を把握し、保護者や関係機関に連絡（電話等がつながりにくい状況を想定し、防災無線等複数の連絡方法を考えておく）








